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プロジェクト研究の概要

 
 国際ルールメーキングにおいて、WTOドーハ・ラウン

ド交渉が行き詰まる一方で、TPP等 EPA交渉が活発化して

いる。このような交渉に適切に対応し、国益の増進を図

るためには、相手国・地域の農業戦略を把握することが

重要である。他方、今後、世界の食市場の規模が急速に

拡大することや、国内のライフスタイルが大きく変化す

ることを我が国農林水産業の好機ととらえ、農山漁村に

受け継がれた豊かな資源を活用して、「攻めの農林水産

業」を展開することが求められており、そのための政策

立案に際しては、世界各国の農林漁業者の取組みや関連

する政策から学び、我が国の政策に活かしていくことが

重要である。また、食料の多くを海外に依存する我が国

において、変化する世界の食料情勢に的確に対応し、国

民に対する食料の安定供給を確保していくためには、食

料輸入大国という独自の立場から世界の食料需給見通し

を行っていくことが重要である。  
 
  このため、本研究においては、主要国・地域における農

業・農産物貿易をめぐる問題、その背景要因を析出し、

その国の農業政策の経緯、導因を歴史的・構造的に把握

することを通じて、その農業戦略、つまり当該国・地域

の農業の戦略的課題に対応した基本政策を幅広い視点か

ら分析する。その際には、世界の食料需給への影響とい

う観点にも留意する。また、独自に開発した世界食料需

給モデルにより、主要国・地域の農業戦略研究の成果も

踏まえながら、精度の高い世界の食料需給見通しを実施

する。  以上により、主要国の農業・農政や世界の食料需

給の動向を見通し、我が国への影響を的確に把握すると

ともに、我が国農林水産業・農林水産政策への示唆を得

る。  
 

我が国の農業政策立案、国際農業交渉に資することに

十分留意しつつ、主要国の農業戦略等を研究する。具体

的には、EU、米国、南米、ロシア、インド、中国、韓国、

ASEAN、タイ、ベトナム、オーストラリアなど、我が  



 国の農業政策検討、国際交渉、世界的な食料需給の観点

から重要な国・地域を対象として、 (1)農業政策・戦略の

経緯や背景、 (2)現行の農業政策・戦略と今後の展開、 (3)
我が国への影響や政策への示唆、について分析する。ま

た、世界食料需給モデルを用いて 10年後の世界の食料需

給見通しを実施する。  
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○評 価 基 準 
・社会的ニーズへの対応

S.非常に大きな意義がある 
A.大きな意義がある  
B.意義がある  
C.意義が小さい  
D.意義は見出しがたい  

 
・政策の企画・立案への貢献

S.非常に大きな貢献が見込める 
A.大きな貢献が見込める

B.貢献が見込める  
C.貢献が小さい  
D.貢献は見込みがたい  

 
・学術面からみた研究成果の評価

S.学術的に非常に高く評価できる 

 
 
【評価項目ごとの評価】  
（ ）は３名の委員の投票数を示す。 

○社会的ニーズへの対応  
  Ｓ評価（３）  

○政策の企画・立案への対応  
  Ｓ評価（１）、Ａ評価（２）  

○学術面から見た研究成果の評価  
  Ａ評価（３）  

○研究計画の妥当性  
  Ｓ評価（１）、Ａ評価（２）  

○研究資源・実施体制の妥当性  
  Ｓ評価（２）、Ｂ評価（１）  

○研究目標の達成度  
  Ｓ評価（１）、Ａ評価（２）  
 
【総合評価】  

１． 順調に進行しており、問題はない（２）  
２．ほぼ順調であるが、改善の余地がある（１）  

 
【評価委員からの主な意見】  
○今年度は、米国では 2014年農業法の成立直後の実施状

況、 EUについてはCAPの自由度が高まった中での各国

の対応をフランス・デンマークに焦点を当てて明らかに

されたが、時宜にかない興味深かった。次年度も新たな

内容を盛り込んでほしい。  
 
○「農業戦略」としては、①農政改革や WTO対応、②国

際食料需給、③食料安全保障、④農産物輸出の可能性、

といった分野が重要だと思う。主要国プロでは①は EU
及び米国で、②は需給分析で、③は国別課題の中で南米

やアフリカまでカバーしているが、④が未着手の課題と

して残っているのではないか。  
 
○取りまとめにあたっては、各国について長い時間軸で

過去から将来まで見通せるようにしてもらうと、より

深みが出る。  
 



A.学術的に高く評価できる 
B.学術的に評価できる  
C.学術的な評価はやや低い 
D.学術的評価は低い  

 
・研究計画の妥当性  

S.非常によい  
A.妥当である  
B.概ね妥当である  
C.やや妥当でない  
D.妥当ではない  

 
・研究資源・実施体制の妥当性

S.非常に良い  
A.妥当である  
B.概ね妥当である  
C.やや妥当でない  
D.見直しが必要である  

 
・研究目標の達成度  

S.達成度は非常に高い  
A.達成度は高い  
B.概ね達成している  
C.達成度はやや低い  
D.達成度は低い  

 
・総合評価  

1 .順調に進行しており、問題はない

2.ほぼ順調であるが、改善の余地がある

3.計画等を変更する必要がある

4.中止すべきである  

 

○ EUや米国は財政縮減の中で農業予算を守るためデカッ

プリングの先に行こうとしている。今起きていること

だけでなく、過去からどのような変遷をたどり、今後

何をしなければいけないかわかるようにしてほしい。

 
○食料需給に関しては、3年目の取りまとめの際には、為

替（円安）、石油価格の変化によるバイオ燃料の影響等

の変化に対応したシナリオ分析や感度分析を取り入れ

ると研究の厚みが出る。  
 
○食料需給モデルの分析結果と各国の分析結果とを比べ

てまとめてみると全体像がよりよく見えてくる。これら

の研究をリンクさせどう立体的に取りまとめるのか興

味がある。  
 

 
今 後 の 対 応 方 針

 
○米国農業法や EU の CAP の実施状況については引き続

き 新の状況を把握するよう努める。EU については、

フランス、デンマーク以外の国における実施状況も把握

する方向で検討する。  
 
○農産物輸出については御指摘のとおり未着手だが、実

務的な課題であり、 JETRO 等これを担当する専門の機

関がある中、当研究所が本プロジェクトの残された期間

でこれに取り組むことは難しいと考える。  
 
○各国の 新情報だけでなく、歴史的経緯や今後の政策

展望も含めた分析とすべきとの御指摘は重要であり、こ



れに留意して研究の取りまとめを行いたい。  
 
○需給見通しの策定に当たって、想定される可能性に対

応したシナリオ分析を引き続き行って行きたい。また、

分析の信頼度を増すため、今後は気候変動の影響なども

加味した研究に取り組みたい。  
 
○需給分析と国別分析のリンクについては、見通し担当

と各国担当との定期的な情報交換等を既に行っており、

プロジェクトの取りまとめに当たっても、需給見通しと

各国ごとの分析との連携に留意したい。  
 

 


